


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
工事現場において 

元方事業者による統括管理 

 
工事現場を管理する本店、支店、営業所

等の工事現場への的確な指導・援助 

 
事業者の主体的能力に応じた労働安全衛

生マネジメントシステムの導入を推進 

 
危険性又は有害性等の調査（リスクアセ

スメント）と、その結果に基づく措置の

実施 

建設業の特徴は重層下請構造の下、所属の異なる労働者が同一場所で作業する形態

であり、短期間に作業内容が変化するという事業の性質から、工事現場における元方

事業者による統括管理の実施、関係請負人を含めた自主的な安全衛生活動の推進を基

本に、工事現場を管理する本店、支店、営業所等が的確に指導・援助を行うとともに、

労働災害防止団体、関係業界団体、発注者、労働基準行政が一体となって、総合的に

推進することとしています。 
また、労働安全衛生関係法令の遵守はもとより、危険性又は有害性等の調査（リス

クアセスメント）及びその結果に基づく措置の実施と、事業者の主体的能力に応じた

労働安全衛生マネジメントシステムの導入を推進し、自主的な安全衛生活動を活性化

させることにより、工事現場における安全衛生水準の向上を図ります。 

 
重層下請構造 

 
所属の異なる労働者が 

同一場所で作業 

 

短期間で作業内容が変化 

建建設設業業のの特特徴徴  

労労働働災災害害防防止止対対策策のの推推進進にに当当たたっってて  

建建設設業業ににおおけけるる総総合合的的労労働働災災害害防防止止対対策策のの基基本本的的考考ええ方方  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）とは、労働者の就業に

係る危険性（ハザード）を特定し、それに対する対策を検討する一連の流れ

です。事業者は、リスクアセスメントの結果に基づき、リスク低減措置を実

施するように努めなければなりません。 

危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）とは？ 

労働者の就業に係る危険性又は有害性の特定 

特定された危険性又は有害性ごとのリスクの見積り 

見積りに基づくリスクを低減するための優先度の設定 
リスク低減措置の内容の検討 

優先度に対応したリスク低減措置の実施 

リスクとは･･･ 

特定された危険性又は有害

性によって生ずるおそれの

ある負傷又は疾病の重篤度

と、負傷又は疾病の発生可

能性の度合の両者を組み合

わせて見積るものです。 

 

 

 

 

 

リスクアセスメントは、労働安全衛生マネジメントシステムの一部として

位置づけられています。 

労働安全衛生マネジメントシステムとリスクアセスメントの関係 

労働安全衛生マネジメントシステム

○ 政府は指針を公表

「労働安全衛生マネジメントシスム
に関する指針」（平成１１年４月）

○ ＩＬＯでもガイドラインを策定
（平成１３年６月）
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事業者（経営トップ）が「安全衛生方針」を表明

これに基づき

PDCAサイクル

① 労働者の意見の反映

（安全衛生委員会の活用等）
② 担当者の責任・権限の明確化
③ 手順の明文化
④ 記録の整備 等

システムの基本要素

 



 
 

区 分  実 施 事 項  

工

事

現

場 

１  安 全 衛 生 責 任 者 の 選 任 等 安 全 衛 生 管 理 体 制 の 確 立  
２  元 方 事 業 者 の 行 う 統 括 管 理 に 対 す る 協 力  
３  店 社 及 び 元 方 事 業 者 と 連 携 し た 危 険 性 又 は 有 害 性 等 の 調 査 等 の 実 施  
４  作 業 主 任 者 、 職 長 等 に よ る 適 切 な 作 業 指 揮  
５  使 用 す る 工 事 用 機 械 設 備 等 の 点 検 整 備 及 び 元 方 事 業 者 が 管 理 す る 設 備 に つ い て

の 改 善 申 出  
６  ツ ー ル ボ ッ ク ス ミ ー テ ィ ン グ の 実 施 等 に よ る 安 全 な 作 業 方 法 の 周 知 徹 底 及 び 安

全 な 作 業 方 法 に よ る 作 業 の 実 施  
７  移 動 式 ク レ ー ン 等 を 用 い る 作 業 に 係 る 仕 事 の 一 部 を 関 係 請 負 人 に 請 け 負 わ せ る

場 合 に お け る 的 確 な 指 示 の 実 施  
８  持 込 機 械 等 に 係 る 点 検 基 準 、安 全 心 得 、作 業 標 準 、安 全 作 業 マ ニ ュ ア ル 等 の 遵 守

９  新 規 入 場 者 に 対 す る 教 育 の 実 施  
1 0  仕 事 の 一 部 を 他 の 請 負 人 に 請 け 負 わ せ て 作 業 に 係 る 指 示 を 行 う 場 合 に お け る 的

確 な 指 示 の 実 施  

 

11  建 設 業 労 働 災 害 防 止 協 会 が 示 す 専 門 職 種 に 応 じ た 労 働 安 全 衛 生 マ ネ ジ メ ン ト シ

ス テ ム に 基 づ く シ ス テ ム の 構 築  

関

係

請

負

人  
 １  安 全 衛 生 推 進 者 の 選 任 等 安 全 衛 生 管 理 体 制 の 確 立  

店

社

（

本

支

店 

営

業

所

等

） 

２  店 社 全 体 の 安 全 衛 生 方 針 の 表 明 、 安 全 衛 生 目 標 の 設 定 及 び 安 全 衛 生 計 画 の 策 定  
３  元 方 事 業 者 と 連 携 し た 工 事 現 場 に お け る 危 険 性 又 は 有 害 性 等 の 調 査 等 の 実 施 支

援  
４  安 全 衛 生 教 育 の 企 画 、 実 施  
５  安 全 衛 生 意 識 高 揚 の た め の 諸 施 策 の 実 施  
６  安 全 衛 生 パ ト ロ ー ル の 実 施  
７  持 込 機 械 等 に 係 る 点 検 基 準 、安 全 心 得 、作 業 標 準 、安 全 作 業 マ ニ ュ ア ル 等 の 作 成

に よ る 作 業 等 の 安 全 化 の 促 進  
８  下 請 協 力 会 の 行 う 災 害 防 止 活 動 へ の 積 極 的 参 加  
９  災 害 統 計 の 作 成 、 災 害 調 査 の 実 施 等  
1 0  建 設 業 労 働 災 害 防 止 協 会 が 示 す 専 門 職 種 に 応 じ た 労 働 安 全 衛 生 マ ネ ジ メ ン ト シ

ス テ ム の 構 築  

実 施 事 項  区 分  

専

門

工

事

業

団

体

総

合

工

事

業

団

体 

建

設

業

労

働

災

害

防

止

協

会 

１  危 険 性 又 は 有 害 性 等 の 調 査 等（ 危 険 有 害 特 定 モ デ ル ）並 び に 労 働 安 全 衛 生 マ ネ ジ

メ ン ト シ ス テ ム の 普 及 啓 発  
２  設 備 、施 工 方 法 及 び 作 業 の 安 全 化 に つ い て の 調 査 研 究 の 実 施 及 び そ の 結 果 に つ い

て の 周 知  
３  安 全 衛 生 教 育 の 実 施 及 び 勧 奨  
４  安 全 衛 生 意 識 高 揚 の た め の 広 報 活 動 等 諸 施 策 の 実 施  
５  各 種 情 報 の 分 析 及 び 提 供  
６  安 全 衛 生 診 断 、 安 全 衛 生 相 談 、 安 全 衛 生 点 検 等 の 実 施  
７  安 全 衛 生 パ ト ロ ー ル の 実 施  
８  専 門 職 種 に 応 じ た 安 全 作 業 マ ニ ュ ア ル 、労 働 安 全 衛 生 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 等 の

作 成 ・ 普 及  

建 設 業 における安 全 衛 生 管 理 の実 施 主 体 別 実 施 事 項  



 

区 分  実 施 事 項  

工

事

現

場 

１ 労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針に基づく現場における安全衛生方針（工事

安全衛生方針）の表明  
２ 過重の重層請負の改善、請負契約における労働災害防止対策の実施者及びその経費の負担者

の明確化  
３ 店社及び関係請負人との連携による危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置の

実施事項の決定  
４ 危険性又は有害性等の調査等に基づく工事安全衛生目標の設定及び工事安全衛生計画の作成

５ 協議組織の設置・運営等元方事業者による建設現場安全管理指針に基づく統括管理の実施  
６ マネジメント指針に基づく工事安全衛生計画の実施、評価及び改善  
７ 工事用機械設備の点検等による安全性の確保  
８ 安全な施工方法の採用  
９ 関係請負人の法令違反を防止するための指導及び指示  
10 土砂崩壊等のおそれがある作業場所についての安全確保のための関係請負人に対する指導  
11 移動式クレーン等を用いての作業に係る仕事の一部を請負人に請け負わせて共同して当該作

業を行う場合における作業内容等についての連絡調整の実施  
12 関係請負人が現場に持ち込む機械設備の安全化への指導及び有資格者の把握  
13 関係請負人が行う新規入場者教育に対する資料、場所の提供等  
14 関係請負人に対し健康管理手帳制度の周知、その他有害業務に係る健康管理措置の周知等  
15 現場作業者に対する安全衛生意識高揚のための諸施策の実施  

 
元

方

事

業

者  

店

社

（

本

支

店 

営

業

所

等

） 

１ マネジメント指針に基づく店社全体の安全衛生方針の表明、安全衛生目標の設定、安全衛生

計画の策定  
２ 統括安全衛生責任者、元方安全衛生管理者等の選任等工事現場の安全衛生管理組織の整備の

促進  
３ 施工計画時の事前審査体制の確立  
４ 工事現場の危険性又は有害性等の調査等の実施事項の決定支援  
５ 工事現場の危険性又は有害性等の調査等に基づく工事安全衛生計画の作成支援  
６ 店社安全衛生管理者等による安全衛生パトロールの実施等工事現場の安全衛生管理について

の指導  
７ 工事用機械設備の点検基準、安全衛生点検基準等の整備  
８ 設計技術者、現場管理者等に対する安全衛生教育の企画、実施及び関係請負人の行う安全衛

生教育に対する指導、援助  
９ 関係請負人、現場管理者等に対する安全衛生意識高揚のための諸施策の実施  
10 マネジメント指針に基づく店社の安全衛生計画の実施、評価及び改善  
11 マネジメント指針に基づくシステム監査の実施及びシステムの見直し  
12 下請協力会の活動に対する指導援助  
13 災害統計の作成、災害調査の実施、同種災害防止対策の樹立等  
14 各種安全衛生情報の提供  

区 部  実 施 事 項  

発 

注 

者 

１  施 工 時 の 安 全 衛 生 の 確 保 に 配 慮 し た 工 期 の 設 定 、 設 計 の 実 施 等  
２  施 工 時 の 安 全 衛 生 を 確 保 す る た め に 必 要 な 経 費 の 積 算  
３  施 工 時 の 安 全 衛 生 を 確 保 す る 上 で 必 要 な 場 合 に お け る 施 工 条 件 の 明 示  
４  適 正 な 施 工 業 者 の 選 定 及 び 施 工 業 者 に 対 す る 指 導  
５  分 割 発 注 等 に よ り 工 区 が 分 割 さ れ 複 数 の 元 方 事 業 者 が 存 在 す る 工 事 の 発 注 者 に

あ っ て は 、 次 の 事 項  
① 個 別 工 事 間 の 連 絡 及 び 調 整  ② 工 事 全 体 の 災 害 防 止 協 議 会 の 設 置  

６  入 札 参 加 者 指 名 時 に お け る 安 全 成 績 の 優 良 な 業 者 の 選 定 及 び 労 働 安 全 衛 生 マ ネ

ジ メ ン ト シ ス テ ム 等 自 主 的 な 安 全 衛 生 活 動 の 取 組 を 評 価 す る 仕 組 み の 導 入  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

建建設設業業ににおおけけるる労労働働災災害害をを防防止止すするるたためめ  

事事業業者者がが講講ずずべべきき措措置置  

１ 基本的事項 

（１）工事の計画段階における安全衛生の確保

工事施工前に、仕事の工程、機械設備等について、安全衛生面から事前の評価を行うことが重要で

あり、労働安全衛生法第88条の計画の届出の対象の工事はもとより、対象とならないものについても、

危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置を実施すること。このため、企業内の事前評価

体制を確立するとともに、当該工事の計画作成に参画する有資格者等の資質の向上を図るため、必要

な教育等を徹底すること。 

（２）安全衛生管理体制の整備等 

ア）適正な方法による機械の使用及び検査等の適正な実施 

工事用機械設備の使用に当たっては、製造者等から提供される使用上の情報を活用して危険性又

は有害性等の調査等を行い、適切な安全方策を検討すること。さらに、安全装置が機能しない状態

で使用することのないよう法令に定められた適正な方法による作業を行い、定期自主検査、作業開

始前点検等を適正に実施すること。 

イ）仮設用設備に係る安全性の確保 

足場、型枠支保工等の仮設設備は、計画段階から安全面についての十分な検討を行い、これに基

づき施工を行うことにより適正な構造要件を確保するとともに、施工中においても適宜点検、整備

を励行すること。 

ウ）リース業者等に係る措置の充実 

リース業者が貸与する機械設備は、リース業者の責任において、当該機械設備の点検整備等の管

理を行い、貸与を受けた事業者においても十分なチェックを行う体制を整備すること。 

エ）技術基準等の活用 

最低基準としての法令の遵守はもとより、工事用機械設備に係る各種技術基準を活用すること。

ア）元方事業者の実施事項 

元方事業者においては、平成 7年 4 月 21 日付け基発第 267 号の 2「元方事業者による建設現場

安全管理指針について」により、工事現場の安全衛生管理を行うこと。特に、統括安全衛生責任

者、元方安全衛生管理者、店社安全衛生管理者等の選任、これらの者の責任と権限の明確化及び

職務の励行等、統括安全衛生管理体制を確立すること。また、店社及び関係請負人と連携して、

工事現場の危険性又は有害性等の調査等を実施するとともに、元方事業者の主体的能力に応じた

労働安全衛生マネジメントシステムの導入を促進し、自主的な安全衛生活動を展開すること。 

イ）関係請負人の実施事項 

工事を直接施工する関係請負人においては、元方事業者との連携 

を強化し、統括安全衛生責任者との連絡等安全衛生責任者の職務の 

徹底を図ること等により元方事業者の講ずる措置に応じた適切な措置 

を講ずること。 

（３）工事用機械設備に係る安全性の確保 

（４）適正な方法による作業の実施 

作業主任者、職長等の直接指揮の下、適正な方法により作業を実施すること。 



 
 

（５）安全衛生教育等の推進 

 
 

 
 
   

 

 

 
 

 

ア） 労働安全衛生法第 19 条の 2第 2項に基づく能力向上教育に関する指針等に基づき、労働者の

職業生活を通じた中長期的な推進計画を整備すること。 

イ）上記の安全衛生教育の実施に関しては、基本的に本店、支店、営業所等の段階で安全衛生教育

を計画的に実施すること。また、元方事業者においては、関係請負人の行う安全衛生教育に対

する指導・援助を徹底すること。 

ウ） 元方事業者は、関係請負人が新たに工事現場に就労する労働者に対して新規入場者教育を行

う場合においては、適切な資料、場所の提供等を行うこと。この場合、必要に応じ、元方事業

者が自ら新規入場者教育を行うこと。 

 （６）労働衛生対策の徹底 

 

 

ア）労働衛生管理体制の整備等基本的対策の促進 

建設業における労働衛生対策については、次に示す各通達に留意し、①労働衛生管理体制の整

備、②作業環境管理、③作業管理、④健康管理、⑤労働衛生教育、の実施を促進すること。 

 

 

 

 

「建設業における有機溶剤中毒予防のためのガイドラインの策定について」 

H.9.3.25 基発第 197 号 

「建設業における一酸化炭素中毒予防のためのガイドラインの策定について」 

H.10.6.1 基発第 329 号 

「酸素欠乏症等の防止対策の徹底について」 H.10.12.22 基安発第 34 号 

「ずい道等建設工事における粉じん対策の推進について」 H.12.12.26 基発第 768 号の 2 

「第 6 次粉じん障害防止総合対策の推進について」 H.15.5.29 基発第 0529004 号 

「防じんマスクの選択、使用等について」 H.17.2.7 基発第 0207006 号 

「防毒マスクの選択、使用等について」 H.17.2.7 基発第 027007 号 

「屋外作業場等における作業環境管理に関するガイドラインについて」 

H.17.3.31 基発第 0331017 号 

「過重労働による健康障害防止のための総合対策について」 H.18.3.17 基発第 0317008 号

 

 

 
イ）アスベストばく露防止対策 

アスベスト含有建材を使用した建築物解体等の作業を行う事業者は、計画届又は作業届の適

切な届出を行い、石綿障害予防規則に基づき次の対策を徹底すること。 

① 建築物等についてアスベスト等の使用の有無の事前調査 

② 作業計画の作成及びその遵守 

③ 吹き付けられたアスベスト等の除去を行う作業場所の確実な隔離措置 

④ アスベストが使用されている保温剤等の除去に係る立入禁止等の措置 

⑤ アスベスト等の切断等の作業に係る湿潤化の措置 

⑥ 呼吸用保護具及び作業衣又は保護衣の適切な使用及び管理 

⑦ 石綿作業主任者の選任と職務の励行 

⑧ 特別教育の実施 

 

 

 

 

 

 
（７）建設業附属寄宿舎 （８）出稼労働者の労働条件確保 

 建設業附属寄宿舎については、安全衛生の確

保はもとより寄宿舎に寄宿する労働者の福祉の

向上のため広く住環境の整備を行うこと。 

出稼労働者の労働条件の確保については、

平成 3 年 11 月 21 日付け基発第 657 号「出

稼労働者対策要綱の改正について」に基づ

き必要な措置を講ずること。 

 

 









 

（参考資料） 

 
建設業における総合的労働災害防止対策 

 
１ 基本的考え方 

建設業は、重層下請構造の下、所属の異なる労働者が同一場所で作業するという作業形態で

あり、短期間に作業内容が変化するという事業の性質から、建設業における労働災害防止対策

においては、工事現場における元方事業者による統括管理の実施、関係請負人を含めた自主的

な安全衛生活動の推進を基本に、当該現場を管理する本店、支店、営業所等がそれぞれ工事現

場への安全衛生指導・援助を的確に行うことが重要である。 
また、労働災害を防止する責務が事業者に課せられていることを経営トップ自らが厳しく認

識し、率先垂範して、労働安全衛生関係法令の遵守はもとより、自主的な安全衛生活動の活性

化を図る必要がある。 
さらに、国土交通省から各地方整備局等に対して毎年通知される「建設工事事故防止のため

の重点対策の実施について」において、直轄土木工事における発注者としての実施事項等が示

される等、発注者自らの取組も進められているところであり、発注者と労働基準行政との連携

も重要になってきている。 
このような状況の中で、建設業における労働災害防止対策の推進に当たっては、工事現場に

おける統括管理を基本とし、工事現場における安全衛生管理に対して、当該現場を管理する本

店、支店、営業所等が指導・援助を的確に行うとともに、労働災害防止団体、関係業界団体、

発注者及び労働基準行政が一体となって、総合的に推進していくこととする。また、この対策

の推進に当たっては、労働安全衛生関係法令の遵守はもとより、危険性又は有害性等の調査及

びその結果に基づく措置(以下「危険性又は有害性等の調査等」という。)の実施及び事業者の主

体的能力に応じた労働安全衛生マネジメントシステムの導入を推進させることにより、自主的

な安全衛生活動を活性化し、もって、工事現場における安全衛生水準のさらなる向上を図るこ

ととする。 
 
２ 安全衛生管理の実施主体別実施事項 

事業者、建設業労働災害防止協会、総合工事業者等の団体及び発注者においては、次の実施

事項について的確に実施すること。 
なお、別添 1「建設業における安全衛生管理の実施主体別実施事項」を示すので、この実施

事項について、その的確な実施に格段の努力を傾けること。 
(1) 事業者においては、別添 2「建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措

置」を徹底すること。当該措置の確実な実施及び自主的な安全衛生活動の推進のため、平

成 18 年厚生労働省公示第 1 号「危険性又は有害性等の調査等に関する指針」に基づく危険

性又は有害性等の調査等を実施するように努めるとともに、平成 11 年労働省告示第 53 号

「労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針（以下「マネジメント指針」という。）」

に基づき、事業者の主体的能力に応じた労働安全衛生マネジメントシステムの導入を促進

し、組織的かつ体系的に安全衛生水準の向上を図ることにも配慮すること。 
(2) 建設業労働災害防止協会においては、労働災害防止に関する長期的な事業計画の策定、各

種情報の分析・提供、調査研究活動の推進、安全衛生教育の充実、広報活動の推進、安全

衛生診断、安全衛生相談等事業者に対する支援事業の実施等、事業者の労働災害防止対策

の推進に対する必要な指導・援助を主体的に行うこと。また、危険性又は有害性等の調査

等の実施、労働安全衛生マネジメントシステムの導入について、その促進を図ること。 
(3) 総合工事業者の団体においては、建設業労働災害防止協会との連携の下、各種工法、工事

用機械設備等についての安全性の確保に関する自主的基準の設定及び周知並びに安全衛生

意識の高揚のための諸活動を企画・実施すること。 
 また、工事を直接施工する専門工事業者の団体においては、建設業労働災害防止協会と



 

の連携の下、安全衛生意識の高揚のための活動、それぞれの専門職種に応じた安全作業マ

ニュアル等の作成・普及、安全パトロール、安全衛生教育等を実施すること。 
さらに、これら団体においては、危険性又は有害性等の調査等の実施並びに労働安全衛

生マネジメントシステムの導入の促進を図ること。 
(4) 発注者においては、国土交通省等が実施する特別重点調査等公共工事における極端な低価

格の受注による悪影響を防止するための対策が進められていることを踏まえ、計画段階に

おける安全衛生の確保とともに、施工時の安全衛生の確保にも配慮すること。また、労働

安全衛生マネジメントシステム等自主的な安全衛生活動の取組を評価する仕組みの導入等

事業者が積極的に安全衛生管理を展開するような環境づくりを行うこと。 
 
３ 労働基準行政の実施事項 

労働基準行政においては、上記 2 に掲げた事項が建設業における労働災害防止を図るための

重要な事項であるという認識に立ち、事業者が的確に労働災害防止対策を実施するよう必要な

指導等を行うこと。また、労働災害防止団体、関係業界団体及び発注者において、それぞれの

割に応じて適切な措置が実施されるよう必要な指導・要請等を行うこと。 
 

（別添１と別添２は省略しています。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳しい内容については、厚生労働省ホームページ 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei.html

又は最寄りの都道府県労働局、労働基準監督署にお問い合わせ下さい。 

http://www.mhlw.go.jp/general/sosiki/chihou/index.html 

 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei.html



